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卒業式処分取消を求める都人事委員会不服審査請求にあたっての声明
　本日、２００９年度卒業式（２００９年３月実施）における「君が代」斉唱時の不起立・ピアノ不伴奏等を理由に懲戒処分を受けた都立学校教職員５名が処分の取消を求めて東京都人事委員会に不服審査請求を行いました。
　請求人らは、東京都教育委員会（都教委）の１０・２３通達（２００３年１０・２３付通達）とそれに基づく校長の職務命令が、教職員や生徒らの「思想・良心の自由」を侵害し、違憲・違法であると確信しており、不当処分の取消を求めるものです。
　今次卒業式の処分で１０・２３通達に起因する懲戒処分は延べ４２２名という膨大な数になりました。この数字は、東京都教育委員会（都教委）の教育行政の異常さを物語っています。
　２００６年９月２１日、東京地方裁判所民事第３６部（難波裁判長）は、１０・２３通達とそれに基づく職務命令は「違憲・違法」であり、「明白かつ重大な瑕疵」があり、「いかなる処分もしてはならない」と原告全面勝訴の判決を下しました（予防訴訟・難波判決）。しかし都教委はこの判決を全く無視し、その後も全校長が職務命令を出すように指導し、不当な処分を出し続けています。
また、２００８年２月７日、嘱託不採用国賠請求訴訟において、東京地裁民事１９部は、１０・２３通達に基づいて処分された教職員の嘱託採用拒否は、裁量権を逸脱・濫用した不法行為であるとし、総額約２７００万円の賠償命令を下しました。にもかかわらず、その後も都教委は処分された教員の再雇用・再任用・非常勤教員の採用を拒否しており、今年も７名が再任用・非常勤教員の採用を拒否されています。こうして都教委は、東京地裁の判決を無視し続けています。
しかも私たちの調査によれば、０８年３月の都立学校の卒業式で、「君が代」斉唱時に起立しない生徒がいると、司会が「ご起立下さい」などとマイクで繰り返し、起立を促す学校が少なくとも７２校に及んでおり、今年の卒業式ではその数が更に増えています。これは「国旗・国歌法」成立時の「生徒の内心の自由に立ち入るものではない」との政府答弁に明らかに反し、生徒の「思想・良心の自由」を直接侵害するものであり、断じて見過ごすことはできません。
また、職員会議での「挙手採決」を禁止した都教委の「学校経営適正化通知」（０６年４月１３日）により、都立学校では教職員がものも言えない雰囲気が蔓延して、教職員の自由闊達な意見交換・共通理解に基づく教育活動が阻害されています。昨年、この現状に対しては現職の校長も都教委を厳しく批判しているところです。
１０・２３通達からおよそ５年半、私たちは都教育委員会が処分と恫喝による強権的教育行政を直ちに改めることを求めつづけています。

今回の不服審査請求は、恐怖と恫喝で「日の丸・君が代」を強制し、教育の自由を圧殺してきた異常な東京の教育を、再び都民の手に取り戻し、教育の良心を守り抜くための闘いです。教職員・生徒・保護者・市民と手を携えて、不当処分を撤回させるまで闘うことを改めて表明いたします。
ご理解・ご支援を心から訴えるものです。
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